
新 ヒ欧の改革
国がデジタルスキルの習
「りカレント教育」りて何?

社舒畿談誇豁鯵熊 1゛灣ヤ加棚詠創ば

デジタル技が進歩し、従来していた専門

突然必要とされなくなるおそれがある。
おさな、

長内

新たに彪要とされる知識や技術をいか

に習得するかが課題となっている。諸

外国の中には、社会人が大学などで学

び直しや職業訓練を受け、仕事で求め

られ疑知識や技術を身につけ局「り力

レント(Recurrent)教育」が重要な役

割を担って、喝目が多くある。

一方、日本は、労働市場の流動性の

低冬などから、国際的にみても社会人
が大学などで教育を受けて田る割合

が、経済協力開発機構(@巨@回)加盟

国平均の5分の1だ(図).
リカレント教育につぃて積極的な国

として知られているのが、その発祥の
国ともいわれるスウ晶=デンや、フィ

ンランドなどの北欧諸国だ。これらの

国はデジタル化でも世界の先端を走っ

ており、筆者は2019年秋に現地を視

察した。そこで目にレたのは、りカレ

シト教育が労働市場で人材育成や雇用

の流動化の面で重要な「社会基盤」促

なっているということだ。

例えば、銀行業はキャッシュレス化

の急速な進展で店舗数が大幅に減少し

ており、銀行員数の削減も進められた。

従来型の銀行員はりカレント教育を経

て、金融業の IT部門に異動レたり、

異業種に再就職したりするケースも見

受けられた。

また、携帯電話で一時は世界シェア

4割を誇ったフィシランドのノキアは、

スマートフォン台頭の状況に適応、でき

ず、10年代に急激な業績悪化に見舞

われる。いわゆる「ノキ10ショック」

だ。フィンランドの実質経済成長率も
W~13年にマイナスに陥皀た。ノキ

アを大解雇されたエシザニアたち

は、再出発を支える国のさまざまな支

援を活用し、新レy専門を習得するた

めに大学に行く際の学費は無料だった

OECD平均:109

(大和総研金融調査部主任研究、ファイナンシャルプランナー)

支援

時代の変化に合わせた「キャリアチ

エン多」を容易にするセーフティーネ

勃卜があれば、企業はりストラを決断

しやす《な叩、他国のライバルに先ん
じてビジネスモデルを迅速に転換する

巳とができる。

スウ呂ーデシとフィンランドは国の

リカレント教育制度などを活用しなが

ら、解雇された人が金融とテクノロジ

ーが融合したフィンテック企業や、産

業テクゾロジー企業に転じたω、自ら
スター伊アップを起業したりした結

果、1T先進国の先頭を走っている。

が中年になって

今後、高の労働者が増える見込み

であり、高齢労働者が働きたい仕事に

就くためにりカレント教育が活用でき

る。また、国のりカレント教育制度の

下で、労働者が仕事で必要七なる新た

な知識や技術を学び直せるこ七は、業

務効率向上などの面で、労働者と企業
の双方にメリットがあ疑@

さらに労働者にとっては、希望する

企業や職種に転じるための有効なキャ

リアパスになる。ただ、労働市場の流

動姓が低い日本は、今より柔軟に転職

しやすぃ環境整備を同時に進めない

と、北欧諸国のように離職をいとわな

、、りカレント教育体制をうまく機能さ

せる尼とは難し、、。

そこで、ψカレント教育と少スキリ

ング(ReskⅢing)を組み合わせてい
くことが重要なカギとなる。 0ノスキリ

ングとは、企業が社内の人材育成制度

を通じ、社員に必要な知識と技術を身

につけさせることだ。日本は、同娚企

業で長く働いている長期労働者の割合

か局く、転職を伴わないりスキリング

ガ適してぃる面も多い。

今後は実践しやすいりスキリングを

・先しつつ、同時に0ノカレント教育体

制を一片整備することが重要だろう@

社会人が大学などで教育を受けている割合

ミ、

キャッシュレス化で、銀行の店舗とANが
少したスウェーデン

雇用の i,,化促す

経済全体でみると、りカレント教育

は、日本経済の課題である労働者の生

産性を高める効果や、産業構造の変化

に伴う雇用のミスマッチを緩和させて

雇用の流動化を促す効果が期待され

る。以前、家電や半体メーカーの経

営力惜しくなり、呂ンジ三アが海外企

業にスカ白卜された。もし国内で学び
直し、起業していたらどうなっていた

だろう@
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